
1. はじめに

水害発生後に生命の危険性のある緊急的な状況を脱

し，復興に向けての対応をとる時期は被害を軽減すると

ともにその後の復興をスムーズに進める上で重要であ

る．本研究ではこの期間を水害発生後の復旧期とし，復

旧期における行政機関の対応に関する住民の評価につい

て分析する．

馬越（2003）は被災地域住民を対象とした意識調査か

ら生活復興における不満の要因を明らかにしている 1）．

また群馬大学工学部防災研究グループ他（2004）では，

平成 16年新潟・福島豪雨災害の被災地域を対象として，

住民の水害に対する行政要望について調査している 2）．

しかし住民の意識からみた復旧期における対応方策のあ

り方については十分に検討されていない．災害発生後の

緊急対応期，復興期における課題と比較して，復旧期に

おける対応課題に関する研究はこれまで本格的にはなさ

れてこなかった．

復旧期における行政機関の対応は，被災者を支援する

ために重要な役割を果たすと考えられる．そこで本研究

では，行政機関の対応に対する住民の評価を通じて，住

民の満足度の観点から復旧期の課題を検討するととも

に，住民の満足度を規定する要因について分析する．

行政機関の実施する復旧期の対応としては，緊急的な

対応終了後に必要となる被災者への物資の供給から始ま

り，公衆衛生に関わる対応，応急的な仮設住宅の確保等，

被災者の物理的，精神的な支援まで多岐にわたる．本研

究ではこれらの復旧期の対応項目を設定し，水害の被災

地域住民に対して実施した意識調査をもとに分析する．
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2. 調査の概要

2.1 調査対象地域の被害の概要

2004 年は台風の上陸件数が観測史上最多の 10 個を記

録し，それと相まって例年と比較して水害の多い年で

あった．その中でも，平成 16年 7月新潟・福島豪雨，同

7月福井豪雨，台風 0423号による水害は，特に大規模な

被害をもたらした．各水害において，新潟県三条市では

平成 16年 7月新潟・福島豪雨により，福井県福井市では

7月福井豪雨により，兵庫県豊岡市は台風 0423号により

甚大な被害を受けた自治体である．本研究ではこれらの

3 市の住民を対象として意識調査を行った．表 1 に各自

治体の被害の概要を示す．

2.2 調査方法

調査対象は新潟県三条市，福井県福井市，兵庫県豊岡

市の各自治体内は浸水区域と非浸水区域に分けられ，浸

水区域から 500 世帯，非浸水区域から 500 世帯が抽出

された．調査は郵送留置き法により行われた．調査票は

三条市においては 2005 年 2 月 14 日，福井市及び豊岡

市においては 2005 年 2 月 10 日に配布し，それぞれ 3

月 7日に回収を打ち切った．有効回答率は三条市 34.4%

（344/1000），福井市 34.0%（340/1000），豊岡市 42.1%

（421/1000）であった．図 1に回答者の属性を示す．

2.3 分析の内容

分析は，2.2 調査方法で示した住民に対する意識調査

結果をもとに，復旧期における行政機関の対応に関する

住民の評価を満足度の観点から行った．3 章では，復旧

期における行政機関の対応に対する住民の満足度を把握

するために，各項目を集計するとともに，自治体別，浸

水被害区分別の各属性間の意識を比較し，分析結果から

抽出される復旧対応における課題について考察した．4

章では，復旧対応の各項目によって表される因子構造に

ついて分析するとともに，各因子を用いて総合的な満足

度に対する規定要因を分析した．5 章では，復旧対応の

個別対応項目以外にも満足度に与えている影響について

検討するために，回答者の属性とともに，関連すると考

えられる意識項目が総合的な満足度に与える影響につい

て分析した．

3. 復旧期の対応に関する住民の意識

3.1 集計結果

ここでは，水害発生後の復旧期における行政機関の対

応に対して住民の満足度の観点から分析する．質問は，

水害発生後の復旧期における行政機関の対応に関する項

目に対して，「非常に不満」から「非常に満足」までの

5 件法で尋ねている．以下では，「非常に不満」を 1 点，

「非常に満足」を 5 点とし，便宜的に順序尺度を間隔尺

度と見なして分析する．調査において設定した復旧期の

対応項目とともに，各自治体の浸水被害区分別の回答の

集計結果を表 2に示す．

また，浸水被害区分間の住民意識の違いをみるために，

各自治体別に多重比較（Tukeyの HSD検定）を行った．

自治体間の住民意識の違いをみるために被害のあった属

性別（床下浸水別，床上浸水別，半壊以上別）にも同様

に Tukey の HSD 検定を行った．分析においてはそれぞ

れ 5% の有意水準で判定した．表 3，表 4 に分析結果を

示す．

3.2 考察

表 2より，全体的に中央値である 3よりも低い平均値

を示し，各項目とも満足度は低い傾向にあることがわか

る．また被災程度が大きくなるほど，満足度は低い傾向

にある．

項目別にみると，福井市の「浸水被害なし」の属性を

除き，自治体別の各属性とも「（3）水害後に各家庭から

でる災害ごみの処理」がもっとも満足度が高い結果で

あった．災害ごみは水害発生後の復旧期においては交通

渋滞，衛生面の課題を引き起こすなど大きな問題になる．

それにもかかわらず満足度が相対的に高かった理由とし

て，他の項目と比較して行政機関の対応業務が目に見え

ていたことが理由として考えられる．

逆に満足度の低い項目としては「被災住宅の被害認定

の方法」があげられる．後述するが，水害発生後の被害

認定の方法は各自治体によって様々な方法がとられる．

そのため，被災者にとって被害認定の方法は不透明であ

る場合も多く，地域間，被災者間において不公平感を生

じさせると考えられる．そのことが住民の満足度を下げ

ていると推察される．

各自治体の浸水被害属性別の意識を比較すると，表 3

の多重比較検定結果より，「被災者への支援施策に関する

情報の提供」において，福井市及び豊岡市で統計的に有

意な差がみられた．両自治体とも，被災程度の大きな属
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表 1 調査対象地域の被害概要

Table 1 Damage caused by flood disasters.

図 1 回答者の属性

Fig. 1 Damage rating of respondents.



性で満足度は低い値を示している．被災者への情報提供

については，浸水被害の大きな世帯，及び地域に対して

特に手厚く行っていく必要性のあることを示している．

自治体間の意識について比較すると，表 4より統計的

に有意な差がみられたのは，床下浸水別の「（10）被災

者への災害見舞金の支給内容」，及び半壊以上別の「（8）

被災住宅の被害認定の方法」の項目であった．

各自治体の災害見舞金の内容を表 5に示す．

「被災者への災害見舞金の支給内容」において福井市

の床下浸水の属性の満足度が高かったのは，福井市のみ

床下浸水を受けた世帯に対しても災害見舞金が配られた

ためだと考えられる．また床下浸水においては，泥・砂

等が流入した世帯とそうでない世帯においても差がつけ

られている．災害見舞金をどのように支給・配分するか

については各自治体の判断に委ねられていることであ

り，被災者の満足度の観点から一概に論じることはでき

ないが，被災の実態にあった公平な対応は望まれること

である．

「被災住宅の被害認定の方法」においては，豊岡市で

相対的に高い平均値であった．台風 0423 号発生後の

2004 年 10 月 28 日に内閣府より「浸水等による住宅被

害の認定について」の通知がなされた 3）．ここでは，以

前よりも浸水被害の実態に即した詳細な判定をする指針

が示されている．これに基づき兵庫県では住宅被害認定

のマニュアルを作成し 4），豊岡市では兵庫県の作成した

住宅被害認定のマニュアルをもとに調査されている．こ
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表 2 復旧過程の対応に関する評価の集計結果

Table 2 Recovery activity items of administrative agency and degrees of satisfaction with them.

表 3 各自治体の浸水被害区分間の検定結果

Table 3 Results of one-way analysis of variance among damage

rating groups in each city.

表 4 浸水被害属性別の自治体間の検定結果

Table 4 Results of one-way analysis of variance among cities.



のような詳細な調査が豊岡市の半壊以上の被災者の満足

度をあげた要因だと考えられる．一方で三条市ではそれ

以前の指針に基づいて被害認定を行っていた．被害認定

はその結果によってその後の支援内容に大きな差を生じ

させる．住宅の浸水被害は一見したところ損傷のないよ

うな場合でも，衛生設備などは使用できない場合もある．

そのため，きめ細かい調査に基づいた判定が求められ

る．

4. 行政機関の復旧対応に関する住民の評価の構造

4.1 因子分析結果

次に，行政機関の復旧対応に対する住民の評価の関連

構造を把握するため，上記の各対応項目を用いて分析を

進める．

はじめに，復旧期の行政対応の評価に関する構成因子

を把握するため，表 2 に示す（1）～（13）の各項目（14

は除く）をもとに探索的因子分析を行った．分析におい

ては，主因子法，Promax回転を適用した．因子数の決定

に際しては，各因子の意味の解釈可能性を考慮した結果，

三条市，福井市，豊岡市ともに同様の因子構造を示し，

3因子が抽出された．表 6.1～ 6.3に自治体別の分析結果

を示す．なお，表 6.1 ～ 6.3 のα係数は分析結果の信頼

性を確認する指標としてよく使われる係数であり，明確

な基準はないが，一般的にα係数の値が 0.7 以上であれ

ば尺度の内的整合性（目的とする尺度を測定する項目群

である妥当性）は高いと判断される傾向にある．

表 6.1 ～ 6.3 より各自治体別の分析結果ともに，第一

因子は「被災者への生活再建支援の対応」，第二因子は

「被災者への生活復旧支援の対応」，第三因子は「被災者

への応急的な支援の対応」と解釈した．
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表 5 各自治体別の災害見舞金の内容

Table 5 Contents of money gift against the disaster.

表 6.1 復旧対応に関する項目の因子分析結果（三条市）

Table 6.1 Results of factor analysis with recovery activity items in

Sanjo City.

表 6.2 復旧対応に関する項目の因子分析結果（福井市）

Table 6.2 Results of factor analysis with recovery activity items in

Fukui City.

表 6.3 復旧対応に関する項目の因子分析結果（豊岡市）

Table 6.3 Results of factor analysis with recovery activity items in

Toyooka City.



4.2 重回帰分析結果

4.1 で得られた因子分析結果をもとに，各項目の総合

的な対応の満足度に対する規定要因を検討するため，三

条市，福井市，豊岡市別に，因子分析の結果得られた各

因子得点を独立変数とし，表 2に示す「（14）上記（1）～

（13）の項目に関する総合的な対応」を従属変数とした

重回帰分析を行った．分析結果を表 7に示す．

表 7 より，決定係数は三条市 0.76，福井市 0.67，豊

岡市 0.77 であり，各自治体とも高い値であることがわ

かる．総合的な満足度に対する規定要因は各自治体とも

に同様の傾向を示している．標準偏回帰係数は「被災者

への生活再建支援の対応」が高い値であり，それと比較

して相対的には「被災者への生活復旧支援の対応」，「被

災者への応急的な支援の対応」は低い値であった．

4.3 考察

総合的な復旧期の対応を規定する要因には「被災者へ

の応急的な支援の対応」，「被災者への生活復旧支援の対

応」，「被災者への生活再建支援の対応」の各因子のある

ことが示された．構成因子は各自治体とも同様であり，

復旧期においても初期段階から時間的な流れの中での対

応に応じた因子が構成されている．

これらの構成因子の中で，「被災者への生活再建支援

の対応」が大きな規定要因となっていることが明らかに

なった．対策として，満足度を向上させる観点からは生

活再建の対応が重要であることが示された．また，「被

災者への生活復旧支援の対応」，「被災者への応急的な支

援の対応」の標準偏回帰係数は低い値ではあるが，統計

的に有意な値であり，これらの対応も重要であることを

示している．

5. 住民の満足度を規定する要因

ここでは，行政機関の復旧期の対応に関する住民の評

価について，3 章とは別の観点から分析する．行政機関

の対応に関する総合的な評価に対しては，復旧期におけ

る個別の対応項目だけでなく，様々な要因が関連してい

ると考えられる．そこで回答者の属性とともに関連する

と考えられる意識も加え，総合的な満足度に対する規定

要因を分析する．

5.1 分析に用いる意識項目

災害発生以前から地域の危険性を住民がよく知らされ

ていたと考えるならば，災害発生後の諸々の不満感は低

減されると考えられる．またそのことは行政機関の対応

についても同様だと考えられる．堤防施設などのハード

対策を十分に行っていたと考える住民の意識，緊急対応

などのソフト対策を行政機関が事前に十分に行っていた

と考える住民の意識も同様に，復旧期の行政機関の対応

の満足度に対して影響を与えていると考えられる．そこ

で，これらに関連する意識項目を加えて，行政機関の復

旧対応に対する住民の満足度の規定要因を分析する．

行政機関からの情報提供に関する意識は，「水害が発

生する以前に，行政から住民へ，地域の水害の危険性に

関する情報提供は十分に行われていた」という質問内容

に対し，「全くそう思わない」から「非常にそう思う」

までの 5件法で尋ねている．また，堤防施設の整備に関

する意識は，「河川の堤防の強化にもっと費用をかけて

いれば，昨年の水害をなくすことができただろう」とい

う質問内容に対し，緊急対応の整備に関する意識は「水

害が発生する以前，現在住んでいる地域の行政機関は，

水害に備えて緊急対応のための準備を十分に行ってい

た」という質問内容に対し，それぞれ同様に 5件法で尋

ねている．それぞれの意識項目をここでは，「情報取得

意識」，「堤防整備意識」，「緊急対応整備意識」と呼ぶ

ことにする．図 2.1 ～ 2.3 に各自治体別の集計結果を示

す．

図 2.1 より，各自治体の回答者ともに地域の危険性に

関する情報提供はあまりなされていなかったと考えられ

ている傾向にある．図 2.2 より，堤防の整備に対しては

さらに費用をかけていれば水害をなくすことができたと

考えられている傾向にある．また図 2.3 より，行政機関

の緊急対応体制については，あまり整備されていなかっ

たと考えられている傾向にあることがわかる．

5.2 数量化Ⅰ類分析結果

次に，回答者の属性ととともに上記で示した「情報取

得意識」，「堤防整備意識」，「緊急対応整備意識」を加

えて，行政機関の対応に対する満足度の規定要因を数量

化Ⅰ類分析を用いて検討する．図 3に各項目と行政機関
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表 7 重回帰分析結果

Table 7 Results of multiple linear regression analysis.

図 2.1 情報取得に関する意識の集計結果

Fig. 2.1 Awareness of flood risk information.
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図 2.2 堤防整備に関する意識の集計結果

Fig. 2.2 Awareness of embankment construction.

図 2.3 緊急対応の整備に関する意識の集計結果

Fig. 2.3 Awareness of emergency system.

図 3 クロス集計結果

Fig. 3 Relationship between degree of satisfaction and each item.



の対応に対する満足度のクロス集計結果を示す．

数量化Ⅰ類分析は，重回帰分析と同じく従属変数と独

立変数を用いて分析する方法であるが，独立変数におい

てカテゴリデータを用いて分析する方法である．分析は，

三条市，福井市，豊岡市の全サンプルを用いて，全項目

に関する「総合的な対応」の満足度を外的基準とし，

「自治体」，「浸水被害」，「居住年数」の各属性と「情報

取得意識」，「堤防整備意識」，「緊急対応整備意識」を

カテゴリデータとして行った．図 4 に分析結果を示す．

なお図 4中のレンジは，値が大きいほど外的基準である

従属変数に及ぼす影響の強いことを示す指標である．

図 4より，最も大きいレンジをもつ項目は「緊急対応

整備意識」であることがわかる．また「情報取得意識」

も偏相関係数の値は高く，関連性のあることを示した．

「堤防整備意識」もやや低い値ではあるが，関連性のあ

ることがみられる．

逆に「自治体」，「浸水被害」の各項目の偏相関係数は

低い値であった．また「居住年数」の項目のレンジも低

い値であり，回答者の属性よりも意識項目が要因となっ

ていることが示された．

5.3 考察

分析結果より，行政機関の復旧期の対応に関する住民

の評価に対して，「緊急対応整備意識」は大きな規定要

因となっている．このことは，緊急対応体制を整備して

おくことが重要であるとともに，緊急対応体制を整備し

ているということを住民に知らせていくことも重要であ

ることを示している．ここでは緊急対応の整備に対する

意識項目から分析したが，ソフト対策全般についても，

（そのためには実際にしっかりと行っていることが必要

条件ではあるが），対策を実施しているということを住

民に知らせていくことは，被害を軽減するとともに住民

の満足度を高めるためにも重要である．

また，「情報取得意識」も規定要因になっていること

が示された．住民に対する情報提供として，水害に関す

るハザードマップの住民への配布があげられる．2005年

4 月の水防法改正により，中小河川を有する多くの市町

村自治体において住民にハザードマップを配布すること

が義務づけられるようになった．水害ハザードマップの

効果として主に，住民の避難行動をスムーズにすること

や住民の防災意識を啓発することがあげられている 5）．

しかしそれだけでなく，災害が発生した場合において住

民の不満感も低減することにつながることが分析結果か

ら示された．この理由として，事前に地域の危険性につ

いて充分に認識していれば被害に対する心理的なダメー

ジは低減されるということが推測される．すなわち，水

害発生前から被害の危険性のあることを認知していれ

ば，いざ水害が発生した場合において，被災の物理的な

損傷の程度は同じでも心理的な喪失感は低減されること

になり，ひいては行政機関に対する不満感も低減される

ということである．

この点については今後の検証の課題であるが，住宅な

どの物理的な損傷だけでなく住民の心理的な損傷も被害

として捉え，心理的な損傷を緩和するための事前のソフ

ト的な対策の取り組みも重要である．
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図 4 数量化Ⅰ類分析結果

Fig. 4 Factors contributing to the degree of satisfaction with recovery activities of administrative agency.



6. まとめ

本研究では，行政機関の実施した水害発生後の復旧期

における対応に対する住民の評価について分析した．そ

の結果，以下のことが主に明らかとなった．

・復旧期の行政機関の対応についての満足度は全体的に

低い傾向にある

・復旧期の行政機関の対応について相対的に満足度の高

い項目は「水害後に各家庭からでる災害ごみの処理」

であり，逆に満足度の低い項目は自治体別・浸水被害

区分別に差がみられる

・復旧期の対応については，「被災者への応急的な支援

の対応」，「被災者への生活復旧支援の対応」，「被災者

への生活再建支援の対応」の各因子があり，総合的な

評価には「被災者への生活再建支援の対応」が大きな

規定要因となっている

・復旧期の行政機関の対応の満足度に対して，行政機関

の緊急対応体制に関する意識，情報取得に関する意識

は大きな規定要因となっている．

分析結果より，各項目ともに行政機関の対応について

住民の満足度は低いことを示した．これはそもそも災害

にあったことにおけるあたりようのない不満を住民（特

に被災者）はもっており，その不満が行政機関に向けら

れていることに一因があると推察される．それとともに，

災害時における行政機関への過度の依存意識が背景にあ

ることも要因として考えられる．しかし災害時には自助

努力が基本であり，これは復旧期についても言えること

である．行政機関としても災害時には多くのことに対応

することは困難であり，住民の自己責任意識を高めるた

めに自助努力の必要性を説明することは重要である．

また行政機関としても，緊急対応体制を整備するとと

もにそのような対策を講じていることを住民にも知らせ

ていくこと，地域の危険性を住民に知らせていくこと等，

従来の治水施設整備に依存した対策だけでなく，総合的

に水害対策に取り組むことの重要性が分析結果より示さ

れた．これらの対策によって行政機関への依存意識も低

くなり，ひいては行政機関の対応についての不満も減少

するとともに，心理的な喪失感も含めた総合的な被害は

軽減すると考えられる．
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要　旨

本研究では，行政機関の対応に対する住民の評価を通じて，住民の満足度の観点から課題を検討するととも

に，住民の満足度を規定する要因について分析した．水害発生後に生命の危険性のある緊急的な状況を脱し，

復興に向けての対応をとる時期は，被害を軽減するとともにその後の復興をスムーズに進める上でも重要であ

る．本研究では復旧期の対応項目を設定し，水害の被災地域住民に対して実施した意識調査をもとに分析した．

分析の結果，復旧期の行政機関の対応についての満足度は全体的に低い傾向にあること，復旧期の対応につい

ては，「被災者への応急的な支援の対応」，「被災者への生活復旧支援の対応」，「被災者への生活再建支援の対

応」の各因子があり，総合的な評価には「被災者への生活再建支援の対応」が大きな規定要因となっているこ

となどが明らかとなった．
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